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企業会計基準公開草案第 87号「後発事象に関する会計基準（案）」等に対するコメント 

１．コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

 企業会計基準公開草案第87号「後発事象に関する会計基準（案）」（2025年7月8日公表）（以下「本会計基準案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第87号「後発事象に関する会計基準の適用指針（案）」（2025年7月8日公表）（以下「本適用指針案」という。） 

 企業会計基準公開草案第88号「『中間連結財務諸表等の作成基準』の一部改正（そのX）（案）」（2025年7月8日公表） 

 補足文書（案）「開示後発事象の例示及び開示内容の例示について（案）」（2025年7月8日公表）（以下「本補足文書案」という。） 

 

以下、これらを合わせて「本公開草案」という。 

 

２．コメント募集期間 

 2025年7月8日～2025年9月12日 

 

３．公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 

 企業会計基準第41号「後発事象に関する会計基準」（2026年1月9日公表）（以下「本会計基準」という。） 

 企業会計基準適用指針第35号「後発事象に関する会計基準の適用指針」（2026年1月9日公表）（以下「本適用指針」という。） 

 企業会計基準第42号「『中間連結財務諸表等の作成基準』の一部改正（その2）」（2026年1月9日公表）（以下「中間作成基準一部改正その2」とい

う。） 

 改正企業会計基準第37号「期中財務諸表に関する会計基準」（2026年1月9日改正） 

 改正企業会計基準適用指針第34号「期中財務諸表に関する会計基準の適用指針」（2026年1月9日改正） 

 補足文書「開示後発事象の例示及び開示内容の例示について」（2026年1月9日公表）（以下「本補足文書」という。） 

 

以下、これらを合わせて「本会計基準等」という。 
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４．コメント提出者一覧 

[団体等] 

 団 体 名 

CL1 日本公認会計士協会 

CL2 EY新日本有限責任監査法人 

CL3 有限責任監査法人トーマツ 

CL4 PwC Japan有限責任監査法人 

CL5 有限責任 あずさ監査法人 

 
[個人（敬称略）] 

 氏名・所属等（記載のあるもののみ） 

CL6 弥永 真生 明治大学会計専門職研究科教授 

CL7 竹村 純也 公認会計士 

CL8 田淵 隆明 公認システム監査人、特定行政書士 IFRS・連結会計・公

共政策コンサルタント 

CL9 國見 琢 公認会計士 

CL10 服部 隆 ＣＭＡ、ＣＩＩＡ 
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５．主なコメントの概要とその対応 

以下は、主なコメントの概要と企業会計基準委員会（以下「当委員会」という。）のそれらに対するコメントです。 

「コメントの概要」には、本公開草案に関連するコメントのうち、主なものを記載していますが、以下に記載されていないコメントについても、 

委員会で分析を行っています。 

 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（質問 1）後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案に同意

する。 

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

（財務諸表の公表の承認日の表記） 

2) 財務諸表の

公表の承認日

の表記を除き、

同意する。 

「財務諸表の公表の承認日」を後発事象の対象期間の終期とする本公開草案の方向性に

は、条件付きで同意する。後発事象の対象期間を明確化し、かつ国際的整合性と実務上の

効率性を確保するという貴委員会の狙いは、現下の実務課題を解決する重要な提案である

ことから、その趣旨に深く賛同する。 

ただし、「承認日」という呼称については慎重な検討が必要と考える。この表現は会社

法等で既に規定されている各種の承認概念と混同されるおそれがあり、また、実務におい

て後発事象の評価が不十分なまま形式的な承認が先行するリスクを内包している。結果と

して、財務諸表の正確性や信頼性を損なう可能性が懸念される。 

そこで、呼称を「後発事象の評価終了日」に変更することを提案する。この表現は会社

法上の承認概念との混同を防止するだけでなく、企業に対して「この日までに評価を完了

させる」という明確な行動意識を喚起する。形式的な承認による形骸化リスクを低減しな

本会計基準において後発事象の対象期間

の終了日を定めることを意図しており、単

純に後発事象の評価終了日とのみ定める

と、評価終了日の具体的な時点が明らかで

はないと考えられるため、後発事象の評価

期間の末日を財務諸表の公表の承認日とし

て定めている。 

後発事象の定義においては、後発事象の

対象期間の終了日を原則として「後発事象

の評価期間の末日」（本会計基準第 4項（本

会計基準案第 3項））とし、後発事象の評価
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

がら、貴委員会の意図を損なうことなく、むしろ実務での確実性と説明可能性を高める効

果が期待できる。 

期間の末日を財務諸表の公表の承認日（本

会計基準第 7 項）とした上で、計算書類及

び附属明細書（以下「計算書類等」という。）

及び連結計算書類における「後発事象の評

価期間の末日」を確認日（本適用指針第 4項

（本適用指針案第 3項））として定めること

とした。 

（財務諸表の公表の承認日の用語の定義） 

3) 財務諸表の

公表の承認日

の用語の定義

を行うべきで

ある。 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とすること自体には同意する。 

ただし「財務諸表の公表の承認日」は我が国において、これまで一般的な用語ではなか

ったため、「用語の定義」に明記した上で、結論の背景でもう少し丁寧に補足すべきと考

える。 

特に「財務諸表の公表」が何を指すのか、明確にすべきではないか。 

有価証券報告書提出会社における「財務諸表の公表」は具体的には、金融商品取引法に

基づき有価証券報告書を内閣総理大臣に提出し公衆の縦覧に供されること、を指すという

理解でよいか（IFRS 会計基準任意適用企業の有価証券報告書では、「有価証券報告書提出

日」＝「財務諸表の公表の承認日」＝「監査報告書日」）がスタンダードとなっているよ

うである。）。 

もしそうであれば、単に「財務諸表の公表」だけでは、例えば決算発表時の決算短信に、

監査未済の金融商品取引法に基づく財務諸表を添付し公表することも含まれるのではな

いかと、誤解されるおそれがあるのではないかと思料する。 

一方で、有価証券報告書を提出しない会計監査人設置会社（非上場・金融商品取引法非

本会計基準 BC16 項（本会計基準案 BC15

項）において、財務諸表の公表の承認日が

どのような日付であるかを説明している。 

有価証券報告書提出会社においては、決

算短信と有価証券報告書とでは公表の承認

の対象が異なっており、誤解は生じないと

考えられる。 

会計監査人設置会社における計算書類等

に関する確認日については、コメント 7)の

とおり明確化を図ることとした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

開示の会社法大会社など）においては、金融商品取引法に基づく財務諸表を作成しないた

め、「財務諸表の公表」及び「財務諸表の公表の承認日」は存在しないとの理解でよいか。

あるいは本適用指針案の第 3項から第 4項の規定等から類推し、会計監査人による「計算

書類等に関する確認日」を「財務諸表の公表の承認日」とみなすということなのか、明確

化のためにより丁寧な説明が必要ではないか。 

（公表の承認日と公表日の間の重要な後発事象の取扱い） 

4) 公表の承認

日と公表日の

間の重要な後

発事象の取扱

いを除き、同意

する。 

基本的に同意する。 

しかし、「承認日」と「公開日」の間に重要な後発事象（企業トップの不祥事、重要な

取引の不成立、IFRS 会計基準採用時の重要な「のれん」の減損）については、財務諸表の

遡及的修正が必要とされている（本会計基準案第 8 項）が、その期限の数量的明示(例：

事象発生から 3ヵ月以内)が必要である。 

本会計基準では、財務諸表の公表の承認

日までに発生した修正後発事象については

財務諸表を修正することとし、財務諸表の

公表の承認日より後に生じた事象について

は取り扱っていない。 

（その他） 

5) 本会計基準

案 BC14 項(1)

の記載を削除

すべきである。 

本会計基準案 BC14項(1)を削除すべきである。 

「財務諸表が公表される日までを後発事象の対象期間とする場合、財務諸表の作成がい

つまでも完了しないこととなる可能性がある」という点はそのとおりである。しかしなが

ら、財務諸表の公表の承認日までを後発事象の対象期間としたとしても、財務諸表の公表

の承認がいつまでも完了せず、その結果、財務諸表の作成がいつまでも完了しない可能性

がある点に変わりはない。そのため、本会計基準案 BC14 項(1)は財務諸表の公表の承認日

までを後発事象の対象期間とすることの理由として適切でない。 

コメントを踏まえ、本会計基準 BC15項

を次のとおり修正することとした（追加は

下線、削除は取消線で示している。）。 

「財務諸表利用者にとって有用な情報を

提供する観点からは、財務諸表を利用する

直近までに発生した会計事象が反映される

財務諸表が公表される日までを後発事象の

対象期間とすることが望ましいと考えられ

る。一方、財務諸表の公表の承認日以後に 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

財務諸表が公表され、実務上、双方の日付

の差はあまりないことが通常であると考え

られるものの、財務諸表が公表される日ま

でを後発事象の対象期間とする場合、財務

諸表の作成がいつまでも完了しないことと

なる可能性があるため、の実務上の負担に

配慮からし、財務諸表の公表の承認日まで

を後発事象の対象期間とすることが考えら

れる。」 

（質問 2）会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期間に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

6) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発事

象の対象期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意する。 

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

 同意する。 

「確認日」を「取締役会の承認日」ではなく、「会計監査人の確認日」と明記したこと

は、監査制度の趣旨から考えて、非常に適切である。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

7) 確認日を公

表の承認日と

定めることは

適切ではない。 

本適用指針案の第 3 項において、「会計基準における用語の定義のうち、「後発事象」

（会計基準第 3項）に関して会計監査人設置会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第 2

条第 11号）において作成される計算書類及び附属明細書（以下「計算書類等」という。）

又は連結計算書類に関する「財務諸表の公表の承認日」は、企業が一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準及び会社計算規則（平成 18年法務省令第 13号）に準拠して計算書

後発事象の定義及び後発事象の評価期間

について次のとおり修正することとした。 

(1)  本会計基準第 4 項（本会計基準案第

3項）の後発事象の定義において、後発

事象の対象期間の終了日を直接的に
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

類等又は連結計算書類を作成する監査契約上の責任を果たしたことを確認した日（以下

「確認日」という。）とする。」と定めることは不適切であると考えられる。 

（理由） 

(1)  ASBJ も認識しているように、会社法の規定からは、公表の承認日であると考えら

れるのは、取締役会による承認日である。他方、経営者が「計算書類等又は連結計算

書類を作成する監査契約上の責任を果たしたことを確認」することには、会社法上は、

何らの法的意義も与えられていない。 

このように考えると、確認日を公表の承認日であると企業会計基準適用指針におい

て記載することは、会社法上の公表の承認日との混同をきたしかねないものであっ

て、本公開草案が提案するような定めを設けることは適切であるとは考えられない。 

(2)  仮に、確認日を基準として、後発事象についての会計基準を定めることが適切であ

るという考え方を ASBJ がとるのであれば(このような考え方をとることが適切であ

るかどうかはきわめて疑わしいが）、企業会計基準である「後発事象に関する会計基

準」において、公表の承認日ではなく、確認日と定めるべきである。 

(3)  「確認日」が公表の承認日であるということができる根拠(理由付け)を示せないに

もかかわらず(今回の企業会計基準公開草案及び企業会計基準適用指針公開草案では

示されていない。)、「確認日」を公表の承認日であると定めることは不適切といわざ

るを得ない。根拠を示さない会計基準設定は好ましくない(会計専門職大学院で教え

ている立場からすると、なぜ、そのように定められているのかという理由を説明でき

ないことはとても困る。）。 

(4)  実質的に考えても、企業会計基準では「公表の基準日」と定めることによって、コ

ンバージェンスを図っておきながら、公表の承認日ではない「確認日」を「公表の承

「財務諸表の公表の承認日」と定める

のではなく、「評価期間の末日」とする。 

(2)  本会計基準第 7 項において後発事象

の評価期間の定めとして、「後発事象の

評価期間の末日」を原則として財務諸

表の公表の承認日とする定めを設け

る。 

(3)  計算書類等及び連結計算書類におけ

る後発事象の評価期間の末日を確認日

とする定めについては、本会計基準と

同様、本適用指針第 4 項（本適用指針

案第 3 項）において後発事象の評価期

間の定めとする。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

認日」であると適用指針で定めると、この点ではコンバージェンスを図っていないこ

とを糊塗するかのような結果になりうる。このような観点からも、適用指針レベルで

このような無理のある規定を設けることは会計基準設定主体として適切であるとは

考えられない。 

8) 確認日をあ

えて定める必

要はない。 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発事

象の対象期間を確認日までとする本適用指針案については、反対の立場を表明する。 

「確認日」導入の狙いである会社法上の承認規定との混同回避や監査実務との順序関係

の整理については理解しているが、その目的は既存の「財務諸表の公表の承認日」の枠組

み内でも十分に達成可能である。新たな呼称の導入は必要性に乏しく、また以下の理由か

ら実務上の混乱を招くおそれがある。 

第一に、会社法開示において「財務諸表の公表の承認日」と同一日付に異なる呼称を付

すことは、実務的な混乱の原因となる。第二に、会計監査人設置会社では「財務諸表の公

表の承認日」は監査報告書日後に設定できず、また、重要な後発事象があれば反映後に再

設定する必要があるため、実質的に監査報告書日に収斂する。したがって、「確認日」を

独立して設定する意味はほとんどない。第三に、同様の構造は金融商品取引法に基づく財

務諸表にも適用されることから、「確認日」概念は制度間の整合性を損なうリスクがある。 

これらの課題を解決するため、質問 1に対するコメント 2）のとおり「財務諸表の公表

の承認日」の呼称を「後発事象の評価終了日」に統一することを提案する。この表現であ

れば会社法開示と金融商品取引法開示の双方に適用でき、また制度的な整合性と実務の合

理性を両立させながら、貴委員会が意図する混同回避と実務安定化も同時に実現できる。 

「財務諸表の公表の承認日」と同一日付

に異なる呼称を付すことへの混乱に対する

対応については、コメント 7)への対応で記

載している。 

また、確認日の定めを設けているのは、

単に「財務諸表の公表の承認日」とすると、

計算書類等及び連結計算書類の公表の承認

日の具体的な時点が明らかではないという

問題意識に対応したものである。 

9) 計算書類等

及び連結計算

同意しない。 

会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期間に関

本会計基準等の開発にあたっては、原則

として監査基準報告書 560 実務指針第 1 号
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

書類の定めは

会社計算規則

で定めるべき

である。 

する例外規定を設けることは、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされること

を会計基準が積極的に推進していると受け取られかねない。会計基準は企業の経済実態の

反映という観点から開発されるべきであり、特定の法制度の枠組みの影響を受けるべきで

はない。そのため、本件は会計基準等が規定すべき事項ではなく、必要に応じて会社計算

規則等で規定されるべき事項であると考えられる。また、会社法と金融商品取引法とで異

なる取扱いがなされることを会計基準が許容することが、事業報告等と有価証券報告書の

一体開示に向けた気運に水を差す結果となってしまうことを懸念する。 

「後発事象に関する監査上の取扱い」（以下

「監基報 560実 1」という。）で示されてい

る会計に関する内容を踏襲して移管するこ

とを基本的な方針とし、金融商品取引法に

基づき作成される財務諸表において確認日

後に生じた修正後発事象として取り扱わず

開示後発事象に準じて取り扱う特例的な取

扱い（以下「特例的な取扱い」という。）を

踏襲することとした。 

また、事業報告等と有価証券報告書の一

体的開示や一体開示については、本会計基

準の開発とは別個に関係各所により検討が

なされるものである。 

10) 計算書類

等や連結計算

書類において

確認日の注記

が必要となる

か明らかにす

べきである。 

同意しないが、仮に本提案が取り下げられない場合、計算書類等や連結計算書類におい

て本会計基準案第 8 項の注記をする際に、財務諸表の公表の承認日として確認日を注記

するのか、それとも、財務諸表の公表の承認日に代えて「計算書類等又は連結計算書類を

作成する監査契約上の責任を果たしたことを確認した日」を注記するのかを明らかにすべ

きである。 

計算書類等や連結計算書類における注記

表の表示内容については、企業会計基準等

では定めていない。 

（質問 3）会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

11) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

12) 連結財務

諸表に関する

特例的な取扱

いについて、連

結財務諸表が

個別財務諸表

の積み上げと

する考え方と

の整合性を確

認したい。 

提案の方向性には同意するが、以下の点について、検討いただきたい。 

現行実務において親会社の計算書類等と連結計算書類の監査意見日が基本的に同一日

付であるとの貴委員会事務局の調査結果に基づけば、親会社の計算書類等の確認日と連結

計算書類の確認日が同一日付ではなく、連結計算書類の確認日が後となる可能性は稀であ

るものと認識している。 

しかしながら、仮に、両方の確認日が同一日付ではない場合、計算書類等の確認日から

連結計算書類の確認日までの間に生じた修正後発事象について、親会社の個別財務諸表に

おいて開示後発事象として取り扱い、他方で、連結財務諸表においては修正後発事象とし

て取り扱うことになると考えられる。 

これまで我が国においては、連結財務諸表が個別財務諸表の積み上げとして捉えられて

いることを踏まえ、基準開発が行われてきているものと理解している。本公開草案の提案

によると、連結財務諸表が個別財務諸表の積み上げとならないことになるが、この点も考

慮した上での提案と考えてよいか確認したい。 

コメント 13）への対応に記載している。 

（連結財務諸表に関する特例的な取扱いの変更に反対するコメント） 

13) 連結財務

諸表に関する

特例的な取扱

いについて計

本適用指針案の、会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱い

に関する提案に基本的に同意する。 

ただし、計算書類等と連結計算書類の確認日が必ず同日になることを前提に監基報 560

実 1の定めを一部修正して引き継ぐことには反対する。 

監基報 560 実 1 で採られている「単一性

を重視する立場」によると、連結計算書類

に関する特例的な取扱いについて、計算書

類等に関する確認日と連結財務諸表の公表
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

算書類等に関

する確認日後

とすべきであ

る。 

（理由） 

本適用指針案では、監基報 560 実 1 に設けられていた金融商品取引法監査における連

結財務諸表に関する特例的な取扱い（本適用指針案 BC8 項(2)）に関して、連結計算書類

に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修正後発事象を対象と

する方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務においては基本的に計

算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となっていることを踏まえ、親会社の

計算書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日まで

に発生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取り扱うように見直しを行うこ

とが提案されている（本適用指針案 BC9項）。 

この点、現行実務においては計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付に収

斂しているかもしれないが、まれであったとしても実際に監査報告書日が同一でないケー

スが生じたときには、現行の実務と差が出てしまう可能性がある。確かに、連結計算書類

等に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発生した後発事象を対象として

特例を設ける方がより整合的な取扱いになることは理解しつつも、現行の取扱いを変える

必要性もないと考えられるため、監基報 560 実 1 の定めをそのまま引き継ぐべきではな

いかと考えられる。 

の承認日との間に発生した修正後発事象を

対象とすることになると考えられる。一方、

監基報 560 実 1 に記載されている本来的な

考え方によれば、連結計算書類に関する確

認日と連結財務諸表の公表の承認日との間

に発生した修正後発事象を対象とすること

になると考えられる。 

計算書類等に関する確認日から連結計算

書類に関する確認日の間に生じる修正後発

事象については連結財務諸表を修正する方

が財務諸表利用者により有用な情報を提供

することになると考えられるため、本公開

草案の提案を維持することとした。 

以下にコメントする点を除き、同意する。 

計算書類等と連結計算書類の確認日（公表の承認日）が必ず同日になることを前提に監

基報 560 実 1 の定めを一部修正している点について、監基報 560 実 1 の定めをそのまま

引き継ぐべきではないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

（理由） 

本適用指針案では、監基報 560 実 1 に設けられていた金融商品取引法監査における連

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

結財務諸表に関する特例的な取扱い（本適用指針案 BC8 項(2)参照）に関して、連結計算

書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修正後発事象を対

象とする方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務においては基本的

に計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となっていることを踏まえ、親会

社の計算書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日

までに発生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取り扱うように見直しを行

うことが提案されている（本適用指針案 BC9項）。 

この点、現行実務においては計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付に収

斂しているかもしれないが、稀であったとしても実際に監査報告書日が同一でないケース

が生じたときには、現行の実務と差が出てしまう可能性がある。確かに、連結計算書類に

関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発生した後発事象を対象として特例

を設ける方がより整合的な取扱いになることは理解しつつも、現行の取扱いを変える必要

性もないと考えられるため、監基報 560 実 1 の定めをそのまま引き継ぐべきではないか

と考えられる。 

（計算書類等に関する確認日と連結計算書類に関する確認日が異なる場合の取扱いの明確化） 

14) 計算書類

等に関する確

認日と連結計

算書類に関す

る確認日が異

なる場合の取

扱いを明確化

以下の点を除いて、同意する。 

本適用指針案では、監基報 560実 1の定めを見直し、連結財務諸表に関する特例的な取

扱い（本適用指針案 BC8 項(2)）について、親会社の計算書類等ではなく、連結計算書類

に関する確認日後に発生した修正後発事象を開示後発事象に準じて取り扱うこととされ

ている（本適用指針案第 4項(2)）。この点、計算書類等に関する確認日と連結計算書類に

関する確認日が異なる場合の取扱いについても、結論の背景に明確化すべきである。 

本適用指針案では、監基報 560 実 1 に設けられていた金融商品取引法監査における連

本適用指針 BC9 項の記載のとおり、親会

社の計算書類等ではなく、連結計算書類に

関する確認日後、連結財務諸表の公表の承

認日までに発生した修正後発事象について

開示後発事象に準じて取り扱うように見直

しを行っている。このため、監基報 560 実

1 における計算書類等に関する確認日と連
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

すべきである。 結財務諸表に関する特例的な取扱い（本適用指針案 BC8 項(2)）に関して、連結計算書類

に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修正後発事象を対象と

する方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務においては基本的に計

算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となっていることから、親会社の計算

書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発

生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取り扱うように見直しを行うことが

提案されている（本適用指針案 BC9項）。 

この提案によると、仮に計算書類等に関する確認日と連結計算書類に関する確認日が異

なるときには、この間に発生した修正後発事象は、特例的な取扱いの対象外となり、その

場合、監基報 560 実 1 では、本来連結計算書類を修正すべきものと考えられる（監基報

560実 1 4.(2)②a）とされており、また、連結財務諸表における取扱いは連結計算書類に

準じる（（監基報 560 実 1 4.(2)②b.(a)）とされていることを踏まえると、連結計算書類

及び連結財務諸表の両者において修正後発事象として取り扱われることになると考えら

れる。しかしながら、このように従来の実務に変更が生じる可能性が認められることにつ

いては、「企業会計基準公開草案第 87 号『後発事象に関する会計基準（案）』等の公表」

（以下「コメント募集文書」という。）の質問 3 に関連する提案内容を説明するなお書き

に、本適用指針案では、監基報 560実 1 における従前の連結計算書類の特例的な取扱いと

同様の定めを設けていないとされているのみであり、判然としない。この点、連結計算書

類及び連結財務諸表の特例的な取扱いの見直しを行ったことによる影響について、本適用

指針の結論の背景において明確化することが重要であると考えられる。その際、監基報

560 実 1〔付表 1〕にあるように、時系列による分類を図表で示すことも有用であると考

えられる。 

結計算書類に関する確認日が異なる場合の

取扱いを踏襲しておらず、該当の会計事象

については特例的な取扱いの対象とならな

いと考えられる。 

コメントを踏まえ、本適用指針 BC9 項に

「監基報 560 実 1 における計算書類等の会

計監査人の監査報告書日から連結計算書類

の会計監査人の監査報告書日までに発生し

た修正後発事象を開示後発事象に準ずる取

扱いとする内容と同様の定めを設けていな

い」との記載を追加した。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（特例的な取扱いの継続に反対するコメント） 

15) 特例的な

取扱いを維持

すべきではな

い。 

会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象を開示後発事象に準じて

取り扱うという本適用指針案については、反対の立場を表明する。 

本提案が会社法と金融商品取引法の二重構造に起因する現実的課題への対応として提

示されたことは理解するが、そのまま基準化した場合、将来の制度上の柔軟性を著しく制

限する重大な懸念がある。 

第一に、この例外措置は長年の懸念事項であり、今回の基準化によって固定化されると、

将来の撤廃が極めて困難になる。確認日後に生じた修正後発事象を金融商品取引法の財務

諸表の数値に反映する道が事実上閉ざされることは、投資家への説明責任の観点から決し

て望ましくない。 

第二に、本提案は会計基準の規定を適用指針レベルで事実上上書きすることから、基準

体系上の階層性を損なうおそれがある。さらに深刻な問題として、「財務諸表の公表の承

認日」の注記を導入した場合、その日まで後発事象に対応していると宣言しつつ、確認日

後に生じた修正後発事象は財務諸表の数値に反映しないという矛盾した構造が生じる。こ

れは特に海外投資家からの誤解や不信を招きかねない。 

第三に、会社法と金融商品取引法との後発事象の評価期間は構造的に一致しないため、

単一性の維持は原理的に不可能である。現行の単一性維持の思想に固執する限り、この例

外措置を巡る問題は根本的に解消されないばかりか、将来の基準改正時にも継続的な制約

となる。実際、IFRS 会計基準を採用する日本企業では、既に二制度間で異なる数値が報

告される事例が存在し、かつ、監査報告書や KAMでも問題視されていないことから、単一

性の絶対視は現状の実務実態にそぐわないといえる。 

これらの課題を根本的に解決するため、後発事象の評価終了日を会社法と金融商品取引

本公開草案に寄せられたコメントを踏ま

え検討を行った結果、特例的な取扱いにつ

いては、現時点で見直すことについての関

係者の合意を得られている状況ではないた

め、本公開草案の提案から変更しないこと

とした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

法で構造的に一致させるのではなく、「重要な修正後発事象が発生した場合には財務諸表

の数値に反映する」ことを原則とする設計を提案する。これにより、企業が説明責任を果

たしつつ、将来の基準変更にも柔軟に対応できる枠組みが構築できる。 

同意しない。 

会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する例外規

定を設けることは、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされることを会計基準

が積極的に推進していると受け取られかねない。会計基準は企業の経済実態の反映という

観点から開発されるべきであり、特定の法制度の枠組みの影響を受けるべきではない。そ

のため、本件は会計基準等が規定すべき事項ではなく、必要に応じて財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則（以下「財務諸表等規則」という。）等で規定されるべき

事項であると考えられる。また、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされるこ

とを会計基準が許容することが、事業報告等と有価証券報告書の一体開示に向けた気運に

水を差す結果となってしまうことを懸念する。 

一部同意しない。 

「なお、本適用指針案では、監基報 560実 1における計算書類の会計監査人の監査報告

書日から連結計算書類の会計監査人の監査報告書日までに発生した修正後発事象を開示

後発事象に準ずる取扱いとする内容と同様の定めは設けていない。」とされていることに

は強く反対する。IFRS 会計基準と矛盾する上、有害無益な緩和規定である。そもそも、

JGAAPの品質・信頼性をわざわざ毀損するような、自滅的な緩和規定を何故盛り込むのか

理解に苦しむ。 

「親会社の計算書類に係る監査報告書日後、連結財務諸表の監査報告書日までに発生し

た修正後発事象（連結子会社等に係るものを含む。）については、開示後発事象に準じて
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

取り扱う。」とされていることにも強く反対する。IFRS 会計基準と矛盾する上、有害無益

な緩和規定である。そもそも、JGAAPの品質・信頼性をわざわざ毀損するような、自滅的

な緩和規定を何故盛り込むのか理解に苦しむ。 

 「(2)の金融商品取引法監査における連結財務諸表に関する特例的な取扱いについては、

連結計算書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修正後発

事象を対象とする方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務において

は基本的に計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となっていることを踏

まえ、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発生した修正

後発事象について開示後発事象に準じて取り扱うように見直しを行うこととした。」、「後

発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正

後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご記載ください。」とさ

れていることは、当然である。上記の自滅的な寛恕規定は削除し、最初から、連結財務諸

表に関する特例的な取り扱いは導入すべきではない。 

（特例的な取扱いについて将来的に見直しを行うべきとのコメント） 

16) 適時に見

直しを行うべ

きである。 

金融商品取引法監査における個別財務諸表及び連結財務諸表に関する特例的な取扱い

に関して、当該取扱いの抜本的な見直しを行うか否かについては、後発事象に関する会計

基準の公表後に検討を行うこととされているが、当該検討が適時に実施されることを期待

する。 

（理由） 

金融商品取引法監査における個別財務諸表及び連結財務諸表に関する特例的な取扱い

については、国際的な会計基準と異なる取扱いとなっている。当該取扱いの抜本的な見直

しを行うか否かについては、後発事象に関する会計基準の公表後に検討を行うこととされ

事業報告等と有価証券報告書の一体開示

の検討が進められており、その検討状況に

よっては、特例的な取扱いを維持する我が

国固有の状況に変化が生じる場合もあり得

ると考えられる。このため、特例的な取扱

いの抜本的な見直しを行うか否かの検討時

期については事業報告等と有価証券報告書

の一体開示の検討の状況等を踏まえて今後
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ている（本適用指針案 BC9項）が、この検討が適時に実施されることを期待する。その理

由として、金融商品取引法監査の対象となる個別財務諸表及び連結財務諸表に適用される

後発事象に関する会計基準について、国際的な会計基準との整合性を図ること、また、当

該特例的な取扱いが、事業報告等と有価証券報告書の一体開示の取組みが進まないことの

一因と考えられる、という意見があることなどが挙げられる。 

判断することとした。 

17) 開示書類

の一本化に係

る法令の改正

動向を踏まえ

て検討すべき

である。 

特例的な取扱いの見直しについて検討を行うことに賛成する。検討を行う時期につい

ては、開示書類の一本化に係る法令の改正動向を踏まえて検討することを提案する。 

（理由） 

貴委員会により 2022 年 8月に公表された中期運営方針のとおり、財務情報の比較可能

性を高め、かつ、我が国の会計基準の信任を確保するためには、国際的な会計基準との

整合性を図る必要性があると考える（基本的な考え方等が異なり、我が国として受け入

れ難いものを除く。）。 

しかしながら、会社法と金融商品取引法の開示制度が併存する我が国固有の状況を踏

まえると、修正後発事象により計算書類と財務諸表の単一性が確保されなくなることか

ら生じうる実務上の混乱を懸念する意見があり、貴委員会における過去の検討が停止し

た経緯についても留意している。 

現在、上場会社においては、金融庁から定時株主総会前の有価証券報告書の開示が要

請されており、関係者の要望を踏まえ、今後、関係各所において会社法と金融商品取引

法の一体的開示ないし開示書類の一本化等が検討される可能性もあると考えられる。そ

のため、法令の改正動向や実務での適用状況を注視して、特例的な取扱いの見直しを行

う時期について検討を進めることが適当である。 

同 上 

（質問 4）開示に関する質問 
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（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

18） 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

（中間財務諸表等の注記） 

19) 第一種中

間財務諸表等

においても財

務諸表の公表

の承認日等の

注記を求める

べきである。 

第一種中間連結財務諸表及び第一種中間財務諸表（以下「第一種中間財務諸表等」とい

う。）においては、財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人

の名称の注記については、開示に関して適時性に係るより強い制約があることも踏まえ、

本会計基準案では開示を求めないことが提案されている。この点、第一種中間財務諸表等

の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、「その間に生じた後発事象については非

財務情報として開示することが考えられる」（コメント募集文書の公表の別紙に示される

企業会計基準適用指針第 XX号「期中財務諸表に関する会計基準の適用指針」の改正案（以

下「期中適用指針改正案」という。）BC25-2項）とされていることを考慮すると、財務諸

表と財務諸表外の情報との関係が不明瞭になることから、第一種中間財務諸表等において

も、財務諸表の公表の承認日については、開示を求めることが適切ではないかと考えられ

る。 

（理由） 

本会計基準の公表による他の会計基準等についての修正案に関して、第一種中間財務諸

表等においては、財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の

名称の注記について、IFRS 会計基準において当該注記が求められていない中で、開示に

関して適時性に係るより強い制約があることも踏まえ、本会計基準案では開示を求めない

本会計基準等では、第一種中間財務諸表

等において IFRS 会計基準と同等水準の開

示の定めとしている。 

また、コメントに記載の「非財務情報」

に記載する事項は、本会計基準等における

後発事象の評価期間外の会計事象に関する

ものであるため、これを根拠に会計基準に

おける注記事項を定めるものではないと考

えられる。 

なお、コメント 33）への対応に記載のと

おり、第一種中間財務諸表等の公表の承認

日と半期報告書提出日との間に生じた資

産・負債に著しい変動及び損益に重要な影

響を与えた事実又は与えることが確実に予

想される事実が生じた場合の取扱いについ

ては、企業内容等の開示に関する内閣府令
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ことが提案されている。しかしながら、IFRS 会計基準とは異なる点として、第一種中間

財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、その間に生じた後発事象につ

いては非財務情報として開示することが考えられることが、関連する会計基準等の結論の

背景に記載されている（期中適用指針改正案 BC25-2項参照）。 

この点、監基報 560実 1では、監査対象となる後発事象は、監査報告書日までに発生し

た後発事象であることが定められており、財務諸表における後発事象の対象期間は、明確

となっていた。一方、本会計基準案では、後発事象とは、決算日後に発生した企業の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、財務諸表

の公表の承認日までに発生した会計事象とされており、財務諸表の公表の承認日について

開示がなされない場合、財務諸表における後発事象の対象期間は明らかではない。ここ

で、第一種中間財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、前述のとお

り、「その間に生じた後発事象については非財務情報として開示することが考えられる」

とされていることを考慮すると、財務諸表と財務諸表外の情報との関係が不明瞭となるこ

とから、第一種中間財務諸表等においても、財務諸表の公表の承認日については、開示を

求めることが適切ではないかと考えられる。 

（昭和 48年大蔵省令第 5号。以下「開示府

令」という。）において、その概要を半期報

告書に記載することとされている。したが

って、期中適用指針に重ねて記載を行う必

要性に乏しいと考えられるため、結論の背

景の記載については削除することとした。 

 

20) IFRS 会計

基準を根拠に

会計基準の品

質向上を躊躇

するべきでは

ない。 

同意しない。 

「本会計基準案では、企業会計基準第 33 号「中間財務諸表に関する会計基準」及び企

業会計基準第 12 号「四半期財務諸表に関する会計基準」については、財務諸表の公表の

承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の名称の注記を行う改正を提案して

いない。」こと、「IFRS 会計基準において当該注記が求められていない中で、開示に関し

て適時性に係るより強い制約があることも踏まえ、本会計基準案では開示を求めていな

い。」ことについては、JGAAP の品質を高度化することに躊躇するべきではない。現に、中

これまで当委員会の会計基準等の開発に

おいては、我が国固有の理由等がない場合

には、国際的な会計基準を超えた注記事項

の定めを設けていないと考えられる。この

ことも踏まえ、第一種中間財務諸表等にお

いては、財務諸表の公表の承認に関する注

記を求めていない。 
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国の「新企業会計準則」では、IFRS 会計基準と同様に「連結外し」と「子会社に対する持

分法適用」を禁止するだけでなく、キャッシュ・フロー計算書を個別・連結の開示を義務

化し、直接法＋間接法との調整表の開示を義務化し、高い評価を得ている。 

21) 第二種中

間財務諸表等

における重要

な開示後発事

象に関する注

記を明確に定

めるべきであ

る。 

第二種中間財務諸表等における注記についても、「財務諸表の公表の承認日及び財務諸

表の公表を承認した機関又は個人の名称」を含む具体的な内容を明らかにすべきではな

いかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

（理由） 

今回の後発事象会計基準案の開発に合わせて、第二種中間財務諸表等についても「中

間連結財務諸表等の作成基準」（以下「中間作成基準」という。）等が改正され、その公

表の承認日までに発生した重要な開示後発事象が注記の対象となる。 

しかしながら、具体的な注記事項については改正後の会計基準においても定めがなく、

特に「財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の名称」につ

いては記載の要否が論点になるとも考えられる。この点、開示に係る規則（財務諸表等規

則等）に委ねることなく、具体的な注記事項など、会計基準の中でその取扱い（本会計基

準案第 8項、第 9項）を明らかにすべきではないかと考えられるため、ご検討いただきた

い。 

当委員会では、これまで中間作成基準の

定めを直接的に改正することはしていな

い。中間作成基準一部改正その 2 では、中

間会計期間における本会計基準における重

要な開示後発事象の注記の適用にあたって

の読み替えを定めているものである。 

 

（その他） 

22) 特例的な

取扱いの期間

に生じた修正

後発事象につ

いては修正後

本会計基準案の開示に関する提案については、条件付きで同意する。「開示後発事象が

発生した場合に当該開示後発事象が将来の企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に及ぼす影響を財務諸表利用者が理解できるようにする」という開示目的は、

投資家保護と市場の透明性確保の観点から極めて重要であり、全面的に賛同する。 

しかしながら、確認日後に生じた修正後発事象を開示後発事象に準じて注記する場合、

確認日後に生じた修正後発事象が金融商

品取引法に基づく財務諸表の数値に及ぼす

影響について開示目的を踏まえ開示後発事

象としてその内容を踏まえて財務諸表利用

者が理解できるように記載することが求め
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発事象である

ことを注記で

明記すべきで

ある。 

現行の文言のままでは国際的比較可能性や透明性の観点で重要な課題が残存する。具体的

には、IFRS 会計基準との差異、すなわち確認日後に生じた修正後発事象が金融商品取引

法の財務諸表の数値に反映されないことが特に海外の利用者に十分認識されないリスク

が挙げられる。これが利用者の意思決定に悪影響を及ぼす可能性があること、一方で企業

が自発的に当該差異を説明するとは期待しづらいため運用でカバーされないことが挙げ

られる。 

したがって、仮に質問 3 への回答（コメント 15）で指摘した根本的な課題が解決され

ない場合であっても、最低限の透明性を確保する措置として「修正後発事象でありながら

開示後発事象に準じた取扱いである」旨を注記に明記することを基準上で明文化すること

を提案する。この一文を加えることで、透明性の確保、国際的な比較可能性の維持、利用

者の誤解防止が同時に実現できるため、貴委員会が目指す「有用性の高い情報提供」をよ

り確実に担保できると考える。 

られていること、また、現行の実務におい

て特段の問題が指摘されていないことか

ら、修正後発事象でありながら開示後発事

象に準じた取扱いであることまで記載を求

めないこととした。 

23) 開示目的

に関する記載

を詳細に記載

すべきである。 

提案の方向性には同意するが、以下の点について、検討いただきたい。 

本会計基準案第 7 項では、重要な開示後発事象に関する注記に関して開示目的を定め

ており、本会計基準案 BC18 項において注記に必要な内容の検討にあたっては、開示目的

に照らして重要性を考慮すると説明されている。 

一方、本補足文書案では、より具体的に、「どのような項目をどのような詳細さで記載

すべきかについては、当該開示目的に照らして企業が適切に判断するものであると考えら

れる」との記述が含められている（本補足文書案第 5項）。 

補足文書は、企業会計基準等の一部を構成しないとされている（「企業会計基準及び修

正国際基準の開発に係る適正手続に関する規則」第 12 条）ことを踏まえると、本会計基

準の本文において、企業に適切な判断の行使を求めることをより明確にするために、どの

本会計基準 BC20 項（本会計基準案 BC18

項）を次のとおり修文した（追加は下線、

削除は取消線で示している。）。 

「（略）重要な開示後発事象に関する注記

に必要な内容を検討する記載する具体的な

項目及びその詳細さの判断にあたっては、

開示目的に照らして重要性を考慮すること

になる。当該重要性の判断に関しては、重

要な後発事象の開示に関する判断の要素

（略）を勘案することが考えられる。」 
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ような項目をどのような詳細さで記載すべきかについては、開示目的に照らして、企業が

適切に判断する旨を定めることを検討いただきたい。 

また、本補足文書第 5 項を次のとおり修

文した（追加は下線、削除は取消線で示し

ている。）。 

「（略）重要な開示後発事象の内容及び影

響額等の注記に関してどのような記載する

具体的な項目をどのような及びその詳細さ

で記載すべきかについては、当該開示目的

に照らして企業が適切に判断するものであ

ると考えられる中、（略）」 

24) 開示目的

に関する記載

を見直すべき

である。 

開示目的について、「開示後発事象が発生した場合に当該開示後発事象が将来の企業の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に及ぼす重要な影響を財務諸表利用者

が理解できるように十分な情報を開示することにある。」と修正すべきである。 

「重要な」を追加しないと重要でないものまで開示が必要であるかのように読めるため

である。 

開示目的は、開示する具体的な項目及び

その記載内容についての重要性に関する判

断を行うために定めているものであるた

め、定義が循環しないように「重要な影響」

としていない。 

（質問 5）適用時期等に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

25) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

 同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

同意する。できれば「2027年 4月 1日以降に開始する年度」から強制適用とするべき

である。 

同 上 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

26) 特例的な 本公開草案の適用時期等に関する提案については、同意できない。会計監査人設置会社 コメント 15）への対応に記載している。 
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取扱いの見直

し後に会計基

準を適用すべ

きである。 

における確認日後の修正後発事象に関する特例的取扱いを温存したまま適用時期を設定

することには、重大な懸念がある。 

この特例の根拠とされる「単一性」の維持は、会社法と金融商品取引法の構造的相違に

より原理的に成立し得ない。その結果、重要な修正後発事象であっても財務諸表に反映で

きない状況が会計制度として固定化され、また、利用者は不完全な情報に基づく意思決定

を余儀なくされる。一度制度として定着した慣行は、実務上の既得権益や運用コストの観

点から将来的な変更が極めて困難になることは、過去の経験からも明らかである。 

日本初となる後発事象に関する包括的な会計基準を策定するこの機会こそ、長年の懸念

事項を解消することにより、国際基準との整合性を抜本的に高める絶好の契機である。重

要な修正後発事象については、確認日後であっても金融商品取引法の財務諸表の数値に反

映できる設計を基準策定時から導入すべきである。これにより、財務諸表の完全性と利用

者保護の確保、国際的な比較可能性と信頼性の向上、経営者の説明責任の実質化が同時に

実現できる。 

（質問 6）その他 

27) 会計事象

を定義すべき

である。 

後発事象の定義に含まれる「会計事象」という用語自体を定義する必要がないか、ご検

討いただきたい。 

（理由） 

後発事象の定義は、今回の基準策定により、新たに「決算日後に発生した企業の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、財務諸表の

公表の承認日までに発生した会計事象をいう」と定義されることになった。しかしなが

ら、我が国の会計基準の中で「会計事象」それ自体が定義されていないため、後発事象の

範囲に多様性が生じる可能性が否定できない。このため、そもそも「会計事象」それ自体

「会計事象」の用語は監基報 560 実 1 で

用いられてきた用語であり、監基報 560 実

1 において会計事象の用語は定義されてい

ないが、実務上、後発事象の範囲に多様性

があるとの意見は聞かれていない。 

一方、企業会計基準第 24号「会計方針の

開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下「企業会計基準第 24号」
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が会計基準の中で適切に定義付けられる必要がないか、ご検討いただきたい。 という。）の「会計事象」の用語とのコンフ

リクトを避けるために、本会計基準等では

「会計事象」の用語を「事象」に変更する

こととした。 

後発事象の定義に含まれる「会計事象」という用語を定義付けることについてご検討い

ただきたい。 

（理由） 

後発事象の定義は、今回の基準策定により、新たに「決算日後に発生した企業の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、財務諸表の

公表の承認日までに発生した会計事象をいう」と定義されることになった。この点、企業

会計基準第 24号第 4-2項では、「会計事象等」という用語が「会計処理の対象となる会計

事象や取引」と定義されており、一般的に、「会計事象」とは会計処理を伴うものである

という認識があるように思われる。一方、本会計基準案では、本会計基準案 BC27 項にお

いて「意思決定があったとき」や「合意等の成立又は事実の公表があったとき」も含まれ

るとされているように、直接的な会計処理を伴わず、開示のみに影響する事象も「会計事

象」に含めていると考えられる。 

以上を踏まえると、本会計基準案における「会計事象」について、類似する「会計事象

等」の定義と異なる意味合いで用いるのであれば、実務の混乱を生じさせないために、本

会計基準案において明確に定義することが望ましいと考えられる。このため、「会計事象」

という用語を会計基準の中で適切に定義付けることをご検討いただきたい。 

企業会計基準第 24号の「会計事象」の用

語とのコンフリクトを避けるために、本会

計基準等では「会計事象」の用語を「事象」

という用語に変更することとした。 

28) 修正後発

事象の定義を

「修正後発事象」の「修正」という表現について、その定義を踏まえたとき、このまま

でよいか、検討する必要があるのではないかと考えられる。 

修正後発事象に関して「財務諸表を修正

する」という表現は、これまで長く用いら



 

－25－ 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

見直すべきで

ある。 

（理由） 

単に重要な開示後発事象として注記するのみでなく、当期の財務諸表にその影響を反映

すべき後発事象については、「『修正』後発事象」として広く実務にも浸透している。しか

しながら、「修正」は誤謬の修正のイメージもあるため、その定義上においては「財務諸

表を修正する」ではなく、「当期の財務諸表にその影響を反映する」などとしなくともよ

いか、検討すべきではないかと考えられる。 

れてきた表現であり、監基報 560 実 1 にお

いても用いられているものである。 

また、企業会計基準第 24号第 4項（11）

では、「修正再表示」を過去の財務諸表に

おける誤謬の訂正を財務諸表に反映するこ

とと定義しているが、「修正」という用語

は単独では用いられていないため、修正後

発事象における修正と混同するとまでは言

えないと考えられる。 

以上から、「修正」という用語を用いる

ことで誤解を招くとまでは言えないと考え

られるため、当該表現を見直さないことと

した。 

29) 後発事象

の発生時点の

記載を見直す

べきである。 

本会計基準案 BC27 項(1)及び(2)における後発事象の発生時点の記載について、実際の

取引発生時も後発事象の「発生」となるような記載とすべく、整理が必要ではないかと考

えられる。 

（理由） 

本会計基準案 BC27 項(1)及び(2)では、後発事象の発生時点について、その事象の性質

に応じて、各々「当該意思決定があったとき」や「当該合意等の成立又は事実の公表があ

ったとき」とされている。 

一方で、［設例 1］や企業会計基準第 7号「事業分離等に関する会計基準」（以下「事業

分離等会計基準」という。）第 56項の定めでは、決議（意思決定等）だけでなく、実際の

本会計基準 BC29 項（本会計基準案 BC27

項）は、監基報 560 実 1 の「発生」の時点

についての解釈を踏襲し、後発事象の場合

の「発生」の時点について会計事象の性質

に応じた考え方を例示している。実際の取

引実行時の事象が後発事象の「発生」とな

るかについては、事象の性質に応じて検討

することになると考えられる。 

このように本会計基準 BC29項（本会計基
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取引実行も後発事象となっているように思われるが、上記の本会計基準案 BC27 項(1)及

び(2)の記載と整合していないようにも読める。このため、例えば、本会計基準案 BC27 項

(1)及び(2)の「発生」が「当初発生」であることが分かるようにするなど、一定の整理が

必要と思われるため、ご検討いただきたい。 

この点、例えば、IAS第 10号「後発事象」(以下「IAS第 10号」という。)では、「修正

を要しない後発事象」の例として「大規模な企業結合」「主要な子会社の処分」「資産の大

規模な購入」「資産のその他の処分」など（IAS第 10号第 22項）、実際の取引実行も後発

事象の「発生」とされているものと思料され、国際的な会計基準の定めと異なっていると

考えられる。 

準案 BC27項）の記載が例示であることが明

確になるように、次のとおり修文した（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「BC264項(3)の要素について、後発事象

は、「決算日後に発生した会計事象」であ

るが、この場合の「発生」の時点は、会計事

象の性質に応じて、例えば、次のようにな

ると考えられる。（略）」 

30) 災害事故

等の後発事象

の発生時点の

記載を見直す

べきある。 

 

本会計基準案 BC27項(3)の「災害事故等のように企業の意思に関係のない会計事象」の

発生時点について、「当該会計事象の発生日又は当該会計事象を知ったとき」とあるが、

「当該会計事象を知ったとき」について、補足の記載を加えるかどうかご検討いただきた

い。 

（理由） 

監基報 560実 1の記載をそのまま引き継いだものではあるが、本会計基準案 BC27 項(3)

では、「災害事故等のように企業の意思に関係のない会計事象」の発生時点は「当該会計

事象の発生日又は当該会計事象を知ったとき」とある。 

ここで、災害事故等の会計事象が承認日までに発生していたものの、何らかの理由によ

り当該会計事象を知ったのが承認日後であった場合に、後発事象の対象になるのかどうか

が不明瞭であり、開示の範囲に多様性が生じるおそれがあると考えられる。この点、承認

日までに知り得なかったことに関して「合理的な理由」がある場合には、後発事象の対象

にならないという理解でよいか確認させていただきたい。また、その理解でよい場合、「合

本会計基準 BC29 項（本会計基準案 BC27

項）(3)は、監基報 560実 1の「発生」の

時点についての例示を踏襲し、災害事故等

のように企業の意思に関係のない事象につ

いての「発生」の時点を当該事象の発生日

又は当該事象を知ったときとする考え方を

記載している。 

この点、「当該事象を知ったとき」が財

務諸表の公表の承認日時点で「知り得る」

ものであったかどうかについては、実務上

の判断の範疇であると考えられる。 

したがって、当該表現を見直さないこと

とした。 
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理的な理由」について想定されている状況があれば、補足することをご検討いただきた

い。 

31) 追加情報

として開示す

べきケースの

取扱いに変更

がない旨を記

載すべきであ

る。 

本会計基準案の［設例 1］ケース(3)について、監基報 560 実 1 で言及されていた追加

情報としての開示に関して、その取扱いが変わったと誤解されないための何らかの追記等

が必要ではないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案の［設例 1］ケース(3)について、監基報 560 実 1 で言及されていた追加

情報としての開示に係る記載が削除された上で、本会計基準案へと引き継がれている。

2025年 5月 21 日開催の第 547回企業会計基準委員会の審議資料(4)-3にもあるとおり、

確かに監査上の取扱いとの切り分けが難しいところではあるものの、本会計基準案に検討

の経緯などがまったく記載されていないと、監基報 560 実 1 の取扱いが変わったと誤解

される可能性もあると考えられる。したがって、例えば、結論の背景に記載を設けるなど、

何らかの対応を行うことが考えられるため、ご検討いただきたい。 

本会計基準等では、監基報 560 実 1 の定

めのうち後発事象の会計基準を定めるにあ

たって必要な範囲に限り移管対象としてい

る。 

追加情報に関する取扱いについては、日

本公認会計士協会 監査・保証実務委員会実

務指針第 77号「追加情報の注記について」

Ⅲ4.(2)後発事象に該当しないが説明を要

する事項に基づいて対応することになると

考えられる。 

32) 1 株当たり

利益における

株式併合等の

影響の反映 

企業会計基準第 2号「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（以下「1 株当たり利益

会計基準」という。）第 59-3項の定めについて、今般の会計基準の開発に併せて、整理が

必要と考えられる。 

（理由） 

1株当たり利益会計基準第 59-3 項では、「いつの時点までに行われた株式併合又は株式

分割の影響を反映するかの判断については、開示後発事象の開示に関する現行の実務に委

ねられることとなる」とある。しかしながら、本会計基準案において後発事象の対象期間

が明示されることになったため、その影響を同項の記載にも反映する必要があると考えら

れる。 

コメントを踏まえ、1 株当たり利益会計

基準第 59-3 項なお書きを次のとおり修正

することとした（追加は下線、削除は取消

線で示している。）。 

「59-3. （略）なお、これは開示後発事

象の例外的な取扱いであるが、いつの時点

までに行われた株式併合又は株式分割の影

響を反映するかの判断については、開示後

発事象の開示に関する現行の実務企業会計
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基準第 41号「後発事象に関する会計基準」

に従う委ねられることとなる。」 

33) 四半期適

用指針の修正

の記載につい

て見直すべき

である。 

後発事象会計基準案における「本会計基準の公表による他の会計基準等についての修

正」のうち、企業会計基準適用指針第 14 号「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指

針」（以下「企業会計基準適用指針第 14号」という。）の修正では、第 111項において「な

お、レビュー報告書の提出日四半期財務諸表の公表の承認日と四半期財務諸表報告書の公

表日の間に差がある場合、その間に生じた後発事象については非財務情報として開示する

ことが考えられる（第 78項参照）。」と修正案が示されている。 

このとき、以下の 2点について、ご確認いただきたい。 

（1） 「その間に生じた後発事象」とあるが、この「後発事象」との記載について、四

半期財務諸表の公表の承認日後に生じた事象であるため、「後発事象」の定義を満た

していないのではないかと思われ、例えば「会計事象」とするなど、修文をご検討い

ただきたい。 

（2） 「非財務情報として開示」とあるが、「非財務情報」も定義されていない用語であ

るため、例えば「四半期財務諸表が含まれる書類において四半期財務諸表外の情報と

して開示」などとする必要がないか、ご検討いただきたい。 

期中適用指針 BC25 項中の第 111 項にお

いて記載されている「なお、レビュー報告

書の提出日と四半期報告書の公表日の間に

差がある場合、その間に生じた後発事象に

ついては非財務情報として開示することが

考えられる（第 78項参照）」との記載につ

いては、後発事象の評価期間外に生じる事

象の取扱いであり本会計基準の範囲に含ま

れない。また、半期報告書提出日までに、

資産・負債に著しい変動及び損益に重要な

影響を与えた事実又は与えることが確実に

予想される事実が生じた場合の取扱いにつ

いては、開示府令上、その概要を半期報告

書に記載することとされている。したがっ

て、期中適用指針 BC25 項中の第 111項の記

載を削除することとした。 

34) 公表の承

認日から公表

日の間に会計

事象が発生し

財務諸表の公表の承認日から財務諸表の公表日の間に企業の財政状態、経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす会計事象が発生した場合の取扱いを、本公

開草案では明確にしていない。その取扱いを明確にするか、明確にしないのであればその

理由を確認したい。 

後発事象の評価期間外に生じる事象の取

扱いについては、本会計基準の範囲に含ま

れないため取扱いを示していない。 

なお、会計年度終了後有価証券報告書提
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た場合の取扱

いを明示すべ

きである。 

（理由） 

監基報 560 実 1 の 6.(2)では、「金融商品取引法の監査報告書日後、有価証券報告書の

提出日までに発生した後発事象について、経営者から報告を受けた場合の取扱い」につい

て、以下の年度の取扱いを記載している。 

a. 経営者が、当該後発事象を反映させた財務諸表を新たに作成し、かつ、有価証券報

告書において開示する財務諸表として、既に監査報告書が付された財務諸表に替え

て、新たに作成した財務諸表を開示する 

b. 経営者が、当該後発事象について、「経理の状況」における「連結財務諸表等」又

は「財務諸表等」の「その他」に記載する 

一方、企業会計基準適用指針第 14号第 111項及び企業会計基準適用指針第 32号「中間

財務諸表に関する会計基準の適用指針」（以下「企業会計基準適用指針第 32号」という。）

BC5 項では、レビュー報告書の提出日と四半期報告書の公表日の間に差がある場合の第一

種中間財務諸表等並びに四半期連結財務諸表及び四半期個別財務諸表（以下「四半期財務

諸表等」という。）の取扱いについて、「レビュー報告書の提出日と四半期報告書の公表日

の間に差がある場合、その間に生じた後発事象については非財務情報として開示すること

が考えられる」としている。 

上述のとおり、現行の監基報 560実 1における年度の取扱いと、企業会計基準適用指針

第 14 号及び企業会計基準適用指針第 32 号における第一種中間財務諸表等及び四半期財

務諸表等の取扱いは、差異があった。 

本公開草案では、原則として監基報 560 実 1 に示されている会計に関する内容を踏襲

することとしている（本会計基準案 BC7項）が、監基報 560実 1の 6.(2)の年度の取扱い

は引き継いでいない。一方、本会計基準案における他基準修正において、企業会計基準適

出日までに、資産・負債に著しい変動及び

損益に重要な影響を与えた事実又は与える

ことが確実に予想される事実が生じた場合

の取扱いは、開示府令上、その概要を有価

証券報告書に記載することとされている。 
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用指針第 14 号及び企業会計基準適用指針第 32 号の第一種中間財務諸表等及び四半期財

務諸表等の取扱いは、用語を置き換えたうえで引き継いでいる。 

財務諸表の公表の承認日から財務諸表の公表日の間に企業の財政状態、経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす会計事象が発生した場合の取扱いを明確に

するか、明確にしないのであればその理由を確認したい。 

35) 企業会計

原則との適用

関係及び他の

会計基準で定

められている

注記との関係

を明らかにす

べきである。 

企業会計原則注解（注 1－3）との適用関係を明らかにすべきである。また、後発事象を

取り扱っている他の会計基準等の規定との適用関係を明らかにすべきである。後発事象を

取り扱っている他の会計基準等の規定として、例えば下記のものが見受けられる。 

・基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものに関する規定

（企業会計基準適用指針第 9 号「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」

第 13項(4)） 

・ 決算日後に税率の変更があった場合の規定（企業会計審議会「税効果会計に係る会計

基準」第四 4） 

・ 当期の貸借対照表日後に株式併合又は株式分割が行われた場合の 1 株当たり当期純

利益に関する規定（1株当たり利益会計基準第 30-2項） 

・ 貸借対照表日後に完了した企業結合や貸借対照表日後に主要条件が合意された企業

結合に関する規定（企業会計基準第 21号「企業結合に関する会計基準」（以下「企業結

合会計基準」という。）第 55項） 

・ 貸借対照表日後に完了した事業分離や貸借対照表日後に主要条件が合意された事業

分離に関する規定（事業分離等会計基準第 30項） 

・ 子会社を結合当事企業とする株主（親会社）における貸借対照表日後に完了した企業

結合や貸借対照表日後に主要条件が合意された企業結合に関する規定（事業分離等会計

企業会計原則との関係については本会計

基準第 1 項で適用関係を明らかにしてい

る。なお、企業会計原則注解（注 1-3）に示

されている重要な後発事象の例示を実務で

参考とすることを妨げるものではない。 

また、本会計基準 BC9項に記載のとおり、

後発事象に関する会計処理及び開示につい

て本会計基準のほかに具体的な指針が定め

られている場合にはそれらの指針が定めら

れている会計基準等も参照する必要があ

る。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

基準第 56項） 

36) 公表の承

認日等の注記

の記載箇所を

明示すべきで

ある。 

本会計基準案第 8 項の公表承認日等に関する注記について、重要な開示後発事象と同

一注記内で開示することを意図していないのであればそのことがわかるようにすべきで

ある。この点、本会計基準案 BC28項において、「財務諸表の公表の承認日の注記は財務諸

表の作成の基礎に関する情報を提供する」とされていることから、連結の範囲や重要な会

計方針とともに開示することが適切であるとも考えられる。 

注記の記載箇所については必要な場合に

のみ会計基準で定めている。 

37) 重要な開

示後発事象に

ついて、個別財

務諸表で部分

的な参照も認

めるべきであ

る。 

重要な開示後発事象について、連結財務諸表における注記と個別財務諸表における注記

が全く同一でなくとも部分的に参照することを認めるべきである。 

同一の事象について連結財務諸表と個別財務諸表とで会計処理や影響額が異なること

も想定されるが、そのような場合に個別財務諸表において連結財務諸表における注記を一

切参照できないのは不合理だからである。 

同一の開示後発事象について連結財務諸

表と個別財務諸表とで開示内容が部分的に

異なる場合に連結財務諸表における注記を

部分的に参照する取扱いを認めると、財務

諸表利用者が重要な開示後発事象の内容及

び影響額等を理解するために、連結財務諸

表の注記と個別財務諸表の注記の両方を組

み合わせて利用することになると考えられ

る。 

この点を踏まえ、本会計基準では、連結

財務諸表における注記と個別財務諸表にお

ける注記が同一の内容である場合にのみ連

結財務諸表における注記を参照できること

としている。 

38) 本会計基

準の適用が会

本会計基準の適用が会計基準等の改正に伴う会計方針の変更に該当するのかどうかを

明らかにすべきである。なお、本会計基準案等に限らず適用初年度の取扱いについてはコ

会計基準等の改正に伴う会計方針の変更

について、会計基準等に特定の経過的な取
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

計基準等の改

正に伴う会計

方針の変更に

該当するか明

らかにすべき

である。 

メントで指摘されずとも常に明らかにされることを要望する。 扱い（企業会計基準第 24号第 6項(1)）を

定める上で必要な場合にのみ当該変更に該

当するかを明らかにすれば足りると考えら

れるため、本会計基準においては記載して

いない。 

（質問 7）補足文書（案）に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

39) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 

補足文書で引き継がれる内容（注記の例示）は実務で広く参考にされているため、関係

者にとって有用な情報であると考えられ、補足文書として公表いただく提案に感謝する。 

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

同意する。 

強く同意する。近年の ASBJ では、補足文書や解説動画などが非常に充実しているので、

今後とも継続・充実されることを強く希望する。 

（補足文書の内容の更新） 

40) 他の会計

基準等と整合

していない内

容を修正すべ

きである。 

実務で広く参考にしているため、公表することに同意する。また、チェックリストのよ

うに用いられる可能性があり、開示目的を定めるアプローチと整合しない等の理由から、

今後更新しないことも支持する。 

ただし、本補足文書案が、更新されていない内容を引き継ぐ提案となっており、既に他

の会計基準等と整合していない内容については、修正することを検討いただきたい。 

検討する内容としては、例えば、企業結合会計基準第 55項、事業分離等会計基準第 30

項、第 56項、1株当たり利益会計基準第 30-2項等が考えられる。 

監基報 560 実 1 の開示後発事象の例示及

び付表 2「開示後発事象の開示内容の例示」

について本会計基準に移管すべきかどうか

の検討を行った結果、開示目的アプローチ

との整合性や会計基準に取り入れるには過

度に詳細な記述であることから、本会計基

準には取り入れないこととした。 
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日本公認会計士協会により監基報 560 実 1 が廃止された場合の補足文書公表について

は、条件付きで賛同する。実務で長年活用されてきた「開示後発事象の例示及び開示内容

の例示の内容」を貴委員会の補足文書として継承することは、実務界にとって極めて有益

であることから、その継続性を確保する意図に深く賛同する。 

ただし、2009 年から実質的に更新されていない例示や内容を、現行の企業会計基準等

との照合なしにそのまま掲載することには慎重であるべきである。この 16 年間で数多く

の会計基準の新設や改正が行われているため、監基報 560 実 1 の例示や内容には現行制

度と整合しない項目が含まれている。利用者が誤って古い情報をそのまま適用することで

不適切な開示が定着するリスクや、貴委員会による発行文書が現行基準と齟齬を抱えたま

ま長期利用されることによる会計基準全体の信頼性への波及効果も懸念される。 

これらの懸念を最小限に抑えるため、公表前に現行基準との明確な齟齬を最低限修正し

た「最小限の更新版」として発行するか、あるいは初版は移管時点の内容で公表しつつも

将来的な更新方針を明示するかを提案する。いずれの方法も、利用者が現行基準と整合し

た信頼できる参照資料を手にすることを可能とするため、貴委員会の実務支援機能をより

効果的に発揮させることにつながる。 

一方、付表 2 の例示は実務で広く参考に

されているため、関係者にとって有用な情

報であり、その内容を引き続き周知すべき

との意見が聞かれた。 

これらの検討の結果、本補足文書は、便

宜的に、監基報 560 実 1 の移管時において

示されていた内容をそのまま示す形により

公表することとしたものである。 

したがって、監基報 560 実 1 の付表 2 の

記載の変更を行わないこととした。 

41) 他の会計

基準との適用

関係を明示す

べきである。 

補足文書を公表する提案には同意する。ただし、本補足文書案における開示後発事象の

例示等の中には、企業結合や事業分離に該当するものが含まれているように見受けられ

る。そのため、企業結合や事業分離に該当するものについては、「開示する事項」として

企業結合会計基準第 55 項や事業分離等会計基準第 30 項、第 56項を優先して参照すべき

ことを明記しておくことが望まれる。 

本会計基準 BC9項に記載のとおり、後発

事象に関する会計処理及び開示について本

会計基準のほかに具体的な指針が定められ

ている場合にはそれらの指針が定められて

いる会計基準等も参照する必要がある。 

その他 

42) 中間財務 財務諸表等規則、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の範疇ではある 今回の基準開発とは関連しないため、特
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

諸表などに関

するその他要

望 

が、以下の対応が必要である。 

・ 中間財務諸表の株主資本等変動計算書は義務化する。また、IFRS 会計基準のように

株主資本以外の増減明細の開示も義務化する。 

・ 四半期開示を復活させる。 

・ 貸借対照表と株主資本等変動計算書も、IFRS会計基準に合わせて「経済的単一体説」

に移行し、損益計算書と包括利益計算書と統一する。 

段の対応は行わない。 

 

以 上 


